（様式１）

プロポーザル事前説明会参加申込書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日　

　和歌山県知事　

仁坂　吉伸　様

　　　　　　　　　　　　住所又は所在地　

　　　　　　　　　　　　商号又は名称　

　　　　　　　　　　　　氏名又は代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
下記の業務に係る説明会に参加したいので申し込みます。
記

１．委託業務名称

同和問題（部落差別）に関する県民意識調査業務
２．参加申込者の連絡先

（１）担当部署名称　

（２）担当者　氏名　

（３）電話番号　

　 （携帯）　

（４）FAX番号　

（５）メールアドレス　

（様式２）

質問票

	あて先
E-mail：e0214001@pref.wakayama.lg.jp
　　　和歌山県人権政策課　湯川　あて
Tel：０７３－４４１－２５６０
※質問票の提出は、メールにてお願いします。（質問を送付した場合は、その旨電話
連絡いただきますようお願いします。）
※ 質問の受付締切は、令和４年３月３日（木）午後５時（必着）


　　　会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　会社住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　電話番号　　　　　　　　　　（　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　Fax番号　　　　　　　　　　（　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　E-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	（質問事項）


（様式３）

提案者の概要書

	（ふりがな）

名称又は商号
	

	所在地（住所）
	（〒　　　-　　　　）



	設立年月日
	　　　　　年　　　　月　　　　日

	代表者
	役職名　　　　　　　　　氏名　

	従業者数
	　　　　　　名

	事業費
	平成３０年度
	令和元年度
	令和２年度

	
	
	
	

	理念

活動目的等
	

	事業内容
	

	業務体制（組織図等） ※記載しきれない場合は、別紙でも可。



	今回業務の責任者
	職氏名　

	今回業務の担当者
	職氏名　


（様式４）
誓約書

同和問題（部落差別）に関する県民意識調査業務委託にかかる参加申込において、下記事項に相違ないことを誓います。

記

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しないこと。

（２）地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されていないこと。

（３）和歌山県が行う一般競争入札等に関する参加を停止されていないこと。
（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき、更生手続き開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき、再生手続き開始の申立てがなされている者でないこと。

（５）国税、県税について滞納していないこと。
（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２項に掲げる暴力団及びこれらの利益となる行動を行っている者でないこと。
（７）宗教活動や政治活動を主たる目的とする者でないこと。

（８）提出した書類に虚偽または不正はないこと。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　和歌山県知事　

仁坂　吉伸　様

　　　　　　　　　　　　住所又は所在地　

　　　　　　　　　　　　商号又は名称　

　　　　　　　　　　　　氏名又は代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
	（様式５）　　　　　　　　　　　　　役員等に関する調書

	申請者
	商号又は名称

	
	　

	
	主たる事務所の所在地

	
	　

	氏名
	生年月日

	漢字
（姓）
	
（名）
	フリガナ
（セイ）
	
（メイ）
	元号
	年
	月
	日

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	
	

	1 　法人事業者の場合は、その法人の登記事項証明書に記載されている役員（監査役・評議員等を含む。）全員と登記事項証明書に記載されていなくてもそれに準ずる方がいる場合は、その方についても記入すること。

	2 　個人事業者の場合は、代表者本人について記入すること。

	3 　「元号」は、次のように記載すること。　　　　　大正：Ｔ　　昭和：Ｓ　　平成：Ｈ

	4　記載しきれない場合は、複数枚作成すること。

	5　漢字氏名のない外国人役員等については、フリガナに氏名を記載すること。

	6　手書きする場合は、楷書ではっきりと記入すること。

	7  この調書は、役員等が暴力団等に該当しないことを確認するために利用し、それ以外の目的に利用又は提供することはありません。


